
  

１．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況  

（注１）当四半期における配当予想の修正有無：無 

（注２）平成２３年３月期の期末配当予想は未定であります。 
  

３．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：有 
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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  2,649  68.2  63  －  46  －  3  －

22年３月期第１四半期  1,574  △48.0  △366  ―  △351  ―  △377  ―

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  0.11  ―

22年３月期第１四半期  △10.12  ―

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  11,921  8,344  70.0  223.82

22年３月期  12,030  8,487  70.5  227.64

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 百万円 8,344   22年３月期 百万円 8,487   

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期  ― 0.00 ― 0.00  0.00

23年３月期  ―

23年３月期（予想） 0.00 － －  －

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  5,300  56.4  120  －  110  －  80  －  2.15

通期  10,700  34.6  220  －  210  －  160  －  4.29



４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．２「その他の情報」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

新規    － 社 （社名） 除外   －  社  （社名） 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：無 

②  ①以外の変更              ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時

点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提と

なる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信（添付資料）２ページ「連結業績

予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 38,990,870株 22年３月期 38,990,870株

②  期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 1,709,995株 22年３月期 1,708,528株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 37,281,457株 22年３月期１Ｑ 37,311,207株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期のわが国経済は、アジア向けを中心とした輸出の増加、生産の持ち直し、企業収益の改善など、着

実に持ち直してきたものの、デフレ状況から依然として脱却しておらず本格的な回復には至っておりませんでし

た。一方、世界経済においては、欧州における財政不安が続いており、先行き予断を許さない状況で推移してまい

りました。  

電線業界における銅電線出荷量は、通信部門や建設・電線販売部門については低調に推移しておりますが、電気

機械や自動車部門の回復が顕著となってきており、前年同期を上回る状況で推移してまいりました。  

当社グループは、当期の黒字化を最優先課題として取り組んでおります。売上高の確保に向けた施策として、新

製品を継続的に市場へ投入することにより売上拡大を図るとともに、市場のニーズにすばやく対応するために、直

販主体の機動的な営業活動を強化してまいりました。また、利益改善の面では、生産性の向上、ロス削減、生産委

託の活用などに取り組むとともに、役員報酬および従業員給与カット、設備投資の抑制などの施策を実施してまい

りました。  

売上高につきましては、前第１四半期に底に落ち込んだ受注は順調に回復してきており、好調なアジア向け輸出

に支えられた国内メーカ向けや海外売上高の増加により、前年同期と比べ1,074百万円増の2,649百万円となりまし

た。なお、当第１四半期から、子会社（国内１社、海外１社）を新たに連結会社に加えたため、当社単独の売上高

に比べ49百万円増加しました。 

損益につきましては、銅価格の上昇によるコスト増はあったものの、前年同期と比べ売上高が大幅に増加し、営

業損益は前年同期366百万円の損失に対して63百万円の利益、経常損益は前年同期351百万円の損失に対して46百万

円の利益、当期純損益は前年同期377百万円の損失に対して３百万円の利益となりました。 

  

事業の種類別セグメント 

 [電線・ケーブル事業] 

売上高につきましては、産業用機械および工作機械メーカのアジア向け輸出が好調に推移しており、機器用電線

やワイヤーハーネスが増加しました。また、フレキシブル基板は試作案件の量産化が進み増加しました。一方、通

信用ケーブルは、国内の建設投資抑制の影響により微減となりました。その結果、売上高は前年同期と比べ621百

万円増の1,800百万円となりました。 

営業損益につきましては、銅価格の上昇によるコスト増はあったものの、売上高の増加や固定費の圧縮により、

前年同期396百万円の損失に対して０百万円の利益となりました。 

  

[電極線事業] 

売上高につきましては、国内・欧米向けが増加するとともに、銅・亜鉛価格の上昇を受け販売価格が押し上げら

れたため、前年同期と比べ460百万円増の742百万円となりました。 

営業損益につきましては、主として売上高の増加により、前年同期28百万円の損失に対して11百万円の利益とな

りました。 

  

[不動産賃貸事業]  

売上高につきましては、最近の不動産賃貸価格の下落の影響を受け、前年同期と比べ７百万円減の105百万円と

なりました。 

営業損益につきましては、主として売上高の減少により、前年同期に比べ５百万円減の52百万円の利益となりま

した。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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（２）連結財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債、純資産の状況 

総資産は11,921百万円となり、前連結会計年度末に比べ109百万円減少しました。 

流動資産は6,334百万円となり、前連結会計年度末に比べ280百万円増加しました。これは主に現金及び預金の

減少があったものの、短期資金運用の有価証券や売上高増加にともない受取手形及び売掛金が増加したためであ

ります。 

固定資産は5,586百万円となり、前連結会計年度末に比べ389百万円減少しました。これは主に連結子会社が新

たに増加したため、親会社の投資勘定と子会社の資本勘定などを連結消去したことにより減少したためでありま

す。 

負債合計は3,576百万円となり、前連結会計年度末に比べ33百万円増加しました。 

流動負債は2,200百万円となり、前連結会計年度末に比べ14百万円増加しました。これは主に材料などの仕入

高増により支払手形及び買掛金が増加したためであります。 

固定負債は1,376百万円となり、前連結会計年度末に比べ19百万円増加しました。これは主に退職給付引当金

が増加したためであります。 

純資産合計は8,344百万円となり、前連結会計年度末に比べ142百万円減少しました。これは主に株式時価の下

落により、その他有価証券評価差額金が減少したためであります。 

自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ0.5ポイント低下し70.0％となりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは10百万円の収入となりました。これは主に売上債権の増加111百万円、

たな卸資産の増加61百万円による支出があったものの、税金等調整前四半期純利益39百万円、減価償却費126百

万円、仕入債務の増加89万円などによる収入が上回ったためであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは53百万円の支出となりました。これは主に有形・無形固定資産の取得52

百万円などによるものであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは０百万円の支出となりました。 

当第１四半期末の現金及び現金同等物は、新規連結会社分144百万円を加えた結果、前連結会計年度末に比べ

98百万円増加し1,742百万円となりました。 

   

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

平成22年４月27日の決算発表時に公表しました業績予想を修正いたしました。なお、連結業績予想の修正につき

ましては、本日（平成22年７月28日）公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。 

   

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

棚卸資産の評価方法等について、一部簡便な会計処理を適用しております。また、四半期連結財務諸表の作成に

特有の会計処理の適用はありません。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

該当事項はありません。 

   

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

該当事項はありません。  

  

  

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,442,826 1,544,390

受取手形及び売掛金 3,026,307 2,924,846

有価証券 601,553 400,674

商品及び製品 474,801 414,333

仕掛品 365,502 312,280

原材料及び貯蔵品 172,041 130,182

その他 254,069 327,464

貸倒引当金 △2,833 △299

流動資産合計 6,334,269 6,053,873

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,734,125 2,779,028

土地 1,403,252 1,403,252

その他（純額） 691,716 650,035

有形固定資産合計 4,829,094 4,832,316

無形固定資産 230,620 242,440

投資その他の資産 527,179 901,718

固定資産合計 5,586,894 5,976,475

資産合計 11,921,164 12,030,349

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,492,017 1,396,809

短期借入金 190,000 190,000

未払法人税等 20,231 32,496

その他 498,552 567,334

流動負債合計 2,200,801 2,186,640

固定負債   

退職給付引当金 951,966 900,903

役員退職慰労引当金 75,064 88,554

その他 349,125 367,134

固定負債合計 1,376,155 1,356,592

負債合計 3,576,957 3,543,232

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,304,793 4,304,793

資本剰余金 3,101,531 3,101,531

利益剰余金 1,369,007 1,444,030

自己株式 △503,280 △503,074

株主資本合計 8,272,051 8,347,281

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 83,023 139,835

為替換算調整勘定 △10,868 －

評価・換算差額等合計 72,155 139,835

純資産合計 8,344,207 8,487,116

負債純資産合計 11,921,164 12,030,349
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（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 1,574,949 2,649,140

売上原価 1,460,180 2,081,982

売上総利益 114,769 567,158

販売費及び一般管理費   

給料手当及び福利費 254,501 236,766

退職給付費用 36,352 35,445

役員退職慰労引当金繰入額 7,200 7,090

その他 183,435 224,154

販売費及び一般管理費合計 481,488 503,455

営業利益又は営業損失（△） △366,719 63,703

営業外収益   

受取利息 2,543 909

受取配当金 12,039 12,021

為替差益 385 －

その他 1,315 2,219

営業外収益合計 16,282 15,150

営業外費用   

支払利息 1,049 1,328

為替差損 － 30,809

その他 － 3

営業外費用合計 1,049 32,140

経常利益又は経常損失（△） △351,486 46,712

特別利益   

固定資産売却益 730 －

貸倒引当金戻入額 － 3,169

特別利益合計 730 3,169

特別損失   

固定資産処分損 － 10,675

投資有価証券評価損 19,851 －

特別損失合計 19,851 10,675

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△370,606 39,207

法人税、住民税及び事業税 4,551 8,148

法人税等調整額 2,434 27,142

法人税等合計 6,985 35,291

少数株主損益調整前四半期純利益 － 3,915

四半期純利益又は四半期純損失（△） △377,592 3,915
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△370,606 39,207

減価償却費 145,956 126,525

退職給付引当金の増減額（△は減少） 24,889 51,062

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △17,760 △13,490

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 264

売上債権の増減額（△は増加） 398,573 △111,067

たな卸資産の増減額（△は増加） 52,356 △61,448

仕入債務の増減額（△は減少） △96,161 89,577

その他 △103,454 △97,251

小計 33,794 23,379

利息及び配当金の受取額 14,666 12,974

利息の支払額 △2,218 △2,377

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △3,128 △23,663

営業活動によるキャッシュ・フロー 43,113 10,313

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △79,052 △45,125

無形固定資産の取得による支出 △59,993 △7,138

その他 9,407 △1,024

投資活動によるキャッシュ・フロー △129,638 △53,288

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の純増減額（△は増加） △390 △206

配当金の支払額 △182 △59

財務活動によるキャッシュ・フロー △572 △266

現金及び現金同等物に係る換算差額 317 △3,052

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △86,779 △46,294

現金及び現金同等物の期首残高 2,364,756 1,644,306

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 144,887

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,277,976 1,742,899
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該当事項はありません。 

   

〔事業の種類別セグメント情報〕 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

（注）１．事業区分は、製品系列から２つに区分しております。 

２．各事業の主な製品は以下のとおりであります。 

(1)電線・ケーブル事業 機器用電線、放電加工機用電極線、通信ケーブル、光製品など 

(2)電子部品他事業   フレキシブル基板、ワイヤーハーネス、統合配線システム、テナントなど 

  

  

〔所在地別セグメント情報〕 

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。   

   

〔海外売上高〕 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

（注）１．国または地域は地理的近接度によって区分しております。 

２．各区分に属する主な国または地域は次のとおりであります。 

(1）米州………アメリカ他 

(2）欧州………ドイツ、トルコ他 

(3）アジア他…中国、韓国他 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
電線・ケーブル

（千円） 

電子部品他 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

売上高 

(1)外部顧客に対する売上高 

                      

 1,000,329  574,620  1,574,949  ―  1,574,949

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 ―  ―  ―  ―  ―

計  1,000,329  574,620  1,574,949  ―  1,574,949

営業損失（△）  △263,622  △103,097  △366,719  ―  △366,719

  米州 欧州 アジア他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  81,424  60,154  60,806  202,384

Ⅱ 連結売上高（千円）  ―  ―  ―  1,574,949

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
 5.2  3.8  3.9  12.9
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〔セグメント情報〕 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、取締役会が経営資源の配分の決定および業績を評価するために定期的に検討を行

う対象となっているものであります。 

当社は、製品・サービス別の製造・販売体制を置き、製品・サービスについて国内および海外の市場に対し

て戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

当社は「電線・ケーブル事業」、「電極線事業」、「不動産賃貸事業」の３つを報告セグメントとしており

ます。 

「電線・ケーブル事業」の対象製品は、機器用電線、通信用ケーブル、ワイヤーハーネス、フレキシブル基

板などであります。「電極線事業」の対象製品は、放電加工機用電極線であります。「不動産賃貸事業」の対

象物件は、本社・群馬地区などの土地・建物であります。 

  

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

 （単位：千円）

  

（追加情報） 

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

20年３月21日）を適用しております。 

  

該当事項はありません。 

  

  電線・ケーブル 電極線 不動産賃貸  合計 

売上高 

外部顧客への売上高 

                    

 1,800,481  742,673  105,987  2,649,140

セグメント間の内部売上高又は振替高  ―  ―  ―  ―

計  1,800,481  742,673  105,987  2,649,140

セグメント利益  448  11,128  52,126  63,703

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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